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　本拠点事業は、平成 20 ～ 24 年度の特別経費プロジェクト『大学教員教育研修のための相
互研修型 FD拠点形成』（平成 20年度は特殊要因プロジェクト、平成 21年度は特別研究経費
プロジェクト、平成 22 ～ 24 年度は特別経費プロジェクトとして採択されたものである）を
基盤として、平成 22 年度に文科大臣より「教育関係共同利用拠点：相互研修型 FD共同利用
























































法人番号：52 法人名：京 都 大 学







事業計画期間 平成 23 年度～平成 26 年度（4 年）
概 算 要 求 額 平成 25 年度概算要求額 31，900 千円
（事業実施経費総額 358，400 千円）










センターは平成 6 年の設立以来、一貫して、相互研修型 FD を理念として掲げ、学内、地域、
全国、国際の各レベルで FD 連携を築き上げてきた。なかでも中心的なものは、全国連携を担

















成 20年 4 月）や同『学士課程教育の構築に向けて』（平成 20年 12月）が指摘しているように、
「各大学等における教育改善の取組を推進するため、教員の教育力の向上のための拠点形成と
ネットワーク化を推進」することが必要である。本拠点は、相互研修型 FD の理念に基づき、





本センターは、FD の全国連携拠点としての歴史と規模という点で、全国の FD 関連組織の
先導的役割を果たしてきている。単にフォーラムや研究会を開催するだけでなく、その中から
すぐれた実践・研究をセンターのジャーナル『京都大学高等教育研究』や、センターが開発し
たオンライン FD 支援システム MOST（Mutual Online System for Teaching and Learning）など
の媒体を通じて蓄積することにより、実践・研究の向上や成果の共有にも寄与している。











・公開研究会（毎回 20～ 150 名参加）
（2）FD ネットワークの形成と支援
・FD 関係者のネットワーク――「FD ネットワーク代表者会議（Japan Faculty Development
Network：JFDN）」（毎年 10 ～ 15 の FD ネットワーク組織が参加）、「若手 FD 研究者ネッ
トワーク（JFDN Jr.）」（ＭＬに 92名が参加）





・他大学に対する講師派遣：年間 50 ～ 60 件
・他大学の教職員等からの相談：年間 15～ 20件
（4）オンライン・リソースの提供
・「あさがお ML」（1,390名登録）、「大学教育ネットワーク」、「MOST（Mutual Online System
for Teaching and Learning）」（392名登録、スナップショット数 1,141）など。 (＊数値は










価等を踏まえて、部局での FD に継続的に取り組むとともに、全学委員会において、FD の現




































を提供する。MOST を利用して会員校間の FD 活動の発信・ピアレビューを促進するとともに、
以下の 5つのＷＧを組織し、情報支援や研修プログラムの企画・実施等を推進する。
・情報支援ＷＧ――会員校の FD 実施に関して情報の収集と提供を行う。










全国各地の FD ネットワークの間に連携関係を構築するとともに、FD 活動に携わる若手研究
者を組織化し支援する。
・FD ネットワーク代表者会議（JFDN）――全国各地に存在する FD ネットワーク等の代表者
が集まり、FD ネットワークに関する情報交換・相互の連携関係の構築を目指す。
・若手 FD 研究者ネットワーク（JFDN Jr.）――全国の各大学において FD を企画・推進する
若手研究者の研修ならびに情報交換の機会を提供する。
・大学教育研究フォーラム――センター主催で毎年 3 月に開催。全国の大学・教員による FD
・教育改善に関する最新の取り組みや情報を集約し、参加機関の相互の情報交換・相互研
修を図る。




・MOST を利用した FD 活動の促進と成果共有――オンライン FD支援システムMOST を利用し
て、FD コミュニティの形成を支援するとともに、すぐれた教育実践の蓄積・共有を図る。
4）国際――海外のFD関連組織との交流・共同研究、成果の発信・共有
















1）学内―― FD 研究検討委員会の支援を中心に全学の FD 活動を支援し（公
開授業・検討会、FD 関連情報の共有など）、院生、新任教員など各階層の
教育研修を実施する。また、ファカルティ・リエゾン・フェロー（センタ
ーの研究員をつとめる各研究科の OD）を通じて各部局の FD の情報収集
に努めるとともに、「文学研究科プレ FD プロジェクト」など各部局の FD
支援も行う。教育・学習実態調査を実施し、教育改善の基礎データや情報
の収集・分析に努める。





に関する広報などを行う。また、MOST を利用して会員校間の FD 活動の
ピアレビューを実施する。
3）全国――第 4 回大学生研究フォーラム（7 ～ 8 月）、第 18 回大学教育研



















































2）地域―― 関西地区 FD 連絡協議会において各ワーキング・グループと連
携して、初任者研修プログラムの質的・量的拡充、問題別のシンポジウム
・ワークショップの開催、FD に関する情報提供（講師紹介等）及び情報


























3）全国―― 2つのフォーラムおよび JFDN第 5回会合を開催し、FD・教育
改善の研究交流と FD ネットワーク間の連携強化を行った。MOST フェ

























































育研修のためのモデル拠点形成」）及び平成 21 年度の特別教育研究経費、平成 22 年度の特別












































・「大学教育研究フォーラム」（平成 6 年度～）――毎年 1 回開催。全国より 500 名をこえる
教職員が参加し、大学教育の実践・研究の成果を交流する。個人発表の要旨はアーカイ
ブ化されて公開されている（http://www.highedu.kyoto-u.ac.jp/edunet/forum/2011.html）。





・公開研究会（平成 6 年度～）――毎年数回程度、現在までに 83 回開催。毎回 20 ～ 120 名
が参加し、1 つのテーマについての報告を中心に議論する。
・国際シンポジウム――平成 21 年 1 月に「日本の FD の未来」、平成 21 年 9 月に「学士課
程における科学教育の未来」、平成 23 年 2 月に「高校/大学から仕事へのトランジション
―自己形成の場としての学校教育の到来―」、平成 23 年 12 月に「Deep Learning にもとづ
く大学教育のあり方」を開催。
（2）ネットワークの形成と支援
・「FD ネットワーク代表者会議（JFDN）」（平成 20 年度～）――各地域に存在する FD ネッ
トワークを組織化し、情報や課題の共有を行うために、年 1 回の会合と日常的な情報交
換を行う。平成 23 年度は、｢北海道地区 FD・SD 推進協議会｣、｢いわて高等教育コンソ
ーシアム｣、｢東日本地区大学間 FD ネットワーク・つばさ｣、「国際連携を活用した大学教
育力開発の支援拠点」、｢大学コンソーシアム石川｣、｢Ｆ-レックス（福井県内大学・高専
連携プロジェクト）｣、｢ FD・SD コンソーシアム名古屋｣、｢全国私立大学 FD 連携フォー




・「若手 FD 研究者ネットワーク（JFDN Jr.）」（平成 20 年度～）―― FD に関わる若手研究
者の全国ネットワーク。センターは事務局として活動を支援している。
・「関西地区 FD 連絡協議会」（平成 20 年度～）――関西地区の大学・短大の過半数が参加。
各大学・短大が連携しあってリソースを相互利用・共有し、各大学・短大の自律的な教
育改善を促進していこうとする互助組織。主に、11 の幹事校、5 つのワーキング・グル




・他大学・教育機関に対する講師派遣――年間 50 ～ 60 件
・他大学の教職員等からの相談――年間 15 ～ 20 件
（4）オンライン・リソースの提供
・「あさがおＭＬ」（平成 14 年度～ ）――本センターの活動や全国の大学教育、FD に関す
る最新の情報をお知らせするためのメーリングリスト。高等教育に関する各種イベント
の案内を登録者が自由に投稿することも可能（http://kyoto-u.s-coop.net/asagao/）。


















トワークを創る― FD の未来へ―』東信堂、平成 23 年 3 月
・Center for the Promotion of Excellence in Higher Education at Kyoto University & K.
Matsushita (Eds.) Building Networks in Higher Education: Towards the future of faculty
development, Maruzen Planet, 2011.（電子書籍として刊行）
・京都大学高等教育研究開発推進センター（編）『生成する大学教育学』ナカニシヤ出版、
平成 24 年 3 月
